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め、今後は香港の NGO が中国の NGO の活動にさまざまな影響を与えると考えられる。








応を模索している。そしてそれらの NGO は香港の NGO からの財政支援や事業の協働がある
など、中国の NGO と香港の NGO のつながりは年々強くなっており、今後両者の活動は人的
交流も含めて盛んになると考えられる。
筆者は今後の中国の NGO の活動展開を考えるためには、近年交流が進展している香港の
NGO の活動状況について把握することが重要と考える。そこで本論は香港の NGO の歴史、類































































of Social Service，以下、HKCSS とする。）（6）より出版された『2005香港社会サービス団体総
覧』（The Directory of Social Service Organizations in Hong Kong）によると、香港 NGO の
成立初期は第 2次世界大戦後が多いことがわかる。香港の NGO の設立年度について示したも
のが（表 1）である。（表 1）をみると過半数の NGO が 1946年～1975年の間に設立している
ことがわかる。次に 1986年～1997年の間に多くの設立されたことがわかる。この 2つの時期




























1987年～1997年の NGO の増加の背景には、当時、香港は 1997年に中国本土に返還される



























2003年の NGO（香港第三部門）に関する調査によると、香港の NGO の活動分野や事業内



























香港の福祉 NGO の事業展開に関する研究 （４５）
念のもと、多くのサービスの提供を NGO の活動に任せている。そのため NGO は政府から受
託した公共サービスを自組織の活動理念に合わせて応用して事業を実施している。2003年現在、
香港政府の調査によると 9,300の NGO があり、延べ従業員数は 25万人、香港の総労働人数の





％の特別支援学校は全て NGO が運営をおこなっている。100 以上の病院や健康センターも



























（Arts and Sports Development Fund）、香港スポーツ選手基金などがある。これらの団体は政
府からの支援を主要な経費としているが、その管理および活動の企画が政府に管理支配されるこ












































の概念を NGO にも導入している。しかし現在の香港では、その傾向はいまだ多くの NGO の
主にはなっておらず、NGO は財源確保のために営利組織の利益事業を参照している程度であ
る。そのため NGO の多くは、外部からの寄付などの支援に頼らざるを得ない状況である。現









































香港の福祉 NGO の状況を把握するために、筆者は 2014年 8月 9日～21日にかけて香港の
福祉 NGO の実態調査（7）をおこなった。調査は NGO の代表を対象に、NGO の設立の経緯、事
業内容、活動資金の状況、活動のプロセス、支援対象者の状況、活動展望などについて聞き取り
調査をおこなった。本報告はその調査した NGO の 1つの HKCSS（The Hong Kong Council
of Social Service：香港社会服務連合：以下、HKCSS と略す。）の活動について報告する。
4−2．調査対象と倫理的配慮
本調査の調査対象と倫理的配慮は次のように実施した。筆者は、2013年 11月と 2014年 3月
に香港の福祉 NGO を調査した際、HKCSS の高齢者サービス部門の主任と懇談する機会があっ
た。そこで香港の福祉 NGO の調査に関する目的、内容、倫理的配慮について説明をおこない、
主任からは HKCSS の活動について紹介をしていただける旨のお返事をいただいた。それによ
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図 1 HKCSS の統治機構※）























































































香港の人材管理学会がおこなっている“The Hong Kong Institute of Human Resource










HKCSS は ICT テクノロジーの長所を生かして、障がい者や高齢者の社会参加を促すために、




例えばインターネットのブランド企業の“Web Organic”の傘下にある Internet Learning
Support Program をおこなっている OGCIO は 2011年の中期からこれまで延べ 9,200世帯の
貧困家庭にパソコン本体とソフトウエアを提供している。現在“Web Organic”は香港の 13地
区の支援が必要な家庭にパソコン後術の支援をおこなっている。また google との合弁会社の
“Hong Kong Digital Academy”は、小中学校の授業を学生が家庭でも受けられるようなプラッ
トホームを提供し、学生がいつでも気軽に学習をすることができる機会を提供している。
（国際活動および中国本土との連携）
HKCSS の活動の目的の 1つは、人間の社会的な開発の NGO の拠点として 1つとして香港
をつくることにある。そして、香港にあるいくつかの NGO 間との協働と中国本土との連携お
よび国際的な活動を推進している。国連からは経済・社会委員会は HKCSS のグローバルな役












ている。また HKCSS の CSR 研究所は各種の企業へのプログラムを提供することによって、企
業の CSR 面の進展を支援し CSR のより良くおこなうための情報の交換などもおこなっている。
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は北京のある NGO のスタッフは香港を訪問し NGO のコミュニティ活動（Community Care
Work）に関する研修会に参加していた。このように現在、中国社会が抱える課題に対応するた
めに、中国政府は香港から NGO の活動を参考にし実践活動をおこなっている状況もある。中
国では近年、規制緩和が進み NGO が発足しやすい環境が整備されている。特に中国では NGO
の活動を支援する NPI（Nonprofit Incubator：インキュベーター）の存在が大きい。NPI 自身
も NGO の 1つであるが、本組織は NGO の発足を事務手続きのみならず財政的な支援、マン
パワーについてのアドバイスなどもおこなっており、本格的に NGO の発足を支援している。
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を中心とした組織から住民へ福利厚生が提供されていたが、改革開放が進展し国営企業が解体し民営
化が進む現在においては、この社区服務中心が福祉サービス提供機関の第一線として存在している。
⑶ 拙論（2010）「中国都市部の草の根 NGO による高齢者支援活動」『三重中京大学短期大学部論叢』第
48号，21−35.




⑹ 香港社会サービス連合会（香港社会服務連合：Hong Kong Council of Social Service）は、本論でも
触れているように香港で多数存在している福祉 NGO を束ねている NGO であり、定期的に福祉分野
ごとに委員会活動が開催されるなど、香港の福祉サービス機関の中心的な存在である。
⑺ 香港の NGO の調査は「The Hong Kong Council of Social Service（略称：HKCSS）」の他に、香港
復康会（The Hong Kong Society for Rehabilitation）や賽馬會耆智会（Jockey Club Centre for
Positive Ageing）などを訪問調査した。本論文は HKCSS について報告した。
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